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Ⅰ. はじめに 

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下、単に

「法律」という。）第３条第５項の規定に基づき、平成２６年度調達価格及び調達期

間について、以下のとおり、意見をとりまとめた。経済産業大臣におかれては、本意

見を尊重して調達価格及び調達期間を定められるとともに、パブリックコメント等を

実施した結果として、本意見の内容と異なる決定をされるときは、事前に調達価格等

算定委員会の意見を聴くように求める。 

なお、法律において、調達価格及び調達期間については、経済産業大臣が毎年度、

当該年度の開始前に定めることとされている。これは、電気の供給に必要となる費用

の低減を勘案し、賦課金の負担が電気の使用者に対して過重なものとならないよう配

慮しているものである。一方で、再生可能エネルギー発電事業者にとり、可能な限り

予測可能性を持たせ、事業計画を立案しやすくすることが再生可能エネルギーの拡大

のためには、重要である。このため、調達価格等算定委員会として、どのような考え

方で、平成２６年度調達価格の意見集約に至ったかを明らかにすることで、再生可能

エネルギー発電事業者の事業の予測可能性を向上させたい。このような意図から、以

下、意見集約に当たって、調達価格等算定委員会として、合意した考え方を記す。 

 

Ⅱ. 基本的方針 

 制度の適用を受けて運転開始した設備には、法令に基づきコストデータを

義務的に提出させており（虚偽の記載があった場合には制度の適用を取り

消す旨、注意喚起を実施）、平成２６年度の調達価格の算定に当たっても、

実態の費用を反映した当該コストデータを基礎とした。 

 これに加え、本年度は、平成２４年度に認定を受けて未だ運転開始してい

ない４００ｋＷ以上の全ての太陽光発電設備に対し、法律に基づく報告徴

収を求めてその実態の調査を行った。これによるデータは、更に新しい市

場状況を反映したものとなっていることから、分析の対象とした。 

 また、施行後１年半を経て太陽光を中心にデータが徐々に集積しつつある

ものの、運転開始まで長期の開発期間を要する発電設備（風力・地熱等）

を中心に十分なデータが集積していないため、太陽光以外の発電設備は、

制度開始以降運転開始したデータの全数を分析の対象とした。 

 さらに、①収集したデータから平成２５年度調達価格の算定後コストの変

化が確認された場合は平成２６年度の調達価格の算定に適切に反映させる

必要があること、②データ数、分布の状況、特異な気象等による年毎の変

動等を勘案し、法律が「供給が効率的に実施される場合に通常要する費用」

と規定している趣旨を踏まえる必要があることも確認した。 
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Ⅲ.分野別事項 

１． 太陽光 

（１） １０ｋＷ未満 

① システム費用 

 住宅用太陽光補助金制度の交付決定実績データによれば、新築設置の平均

のシステム費用（太陽光パネル、パワコン、架台、工事費を含む価格をい

う。以下同じ。）は、平成２５年度の想定の４２．７万円／ｋＷ（平成２４

年１０月－１２月期）から３８．５万円／ｋＷ（平成２５年１０月－１２

月期）に下落していることが確認された。 

 新築設置の平均費用を算定根拠に用いることは、確かにその時点では既築

設置も含めた全体平均より低い水準となるものの、全体平均の低下トレン

ドを勘案すると、結果として翌年度の全体平均の近似値となることが確認

されているため、平成２４年度同様、平成２５年１０月－１２月期の新築

設置の平均のシステム費用である３８．５万円／ｋＷを算定の根拠に採用

した（参考１）。 

【参考１】住宅用太陽光発電のシステム費用の推移 

 

 

② 補助金額の控除 

 平成２５年度までは、住宅用太陽光発電（１０ｋＷ未満の太陽光発電）の

設置に対し国及び地方自治体からの補助制度が存在していたため、補助金

の交付と固定価格での調達が二重の助成とならないよう、調達価格算定に

当たっては、当該補助額を控除してきた。具体的には、平成２５年度の調

達価格の算定の根拠とするシステム費用から、国からの補助金２万円／ｋ

Ｗと、地方自治体からの補助金３．４万円／ｋＷを控除して、調達価格を

計算している。 



 
 

3 
 

 しかし、平成２６年度から国の補助金が廃止されることは既に決定してお

り、それに伴う地方自治体の補助金も改廃が予想される。人口が多い自治

体を中心にアンケート調査（太陽光発電協会調べ）を行ったところ、平成

２６年度も補助金を継続する自治体は、全体の約３６％、現在検討中の自

治体を含めても最大で約４６％と、半数を下回った。また、補助金を継続

する場合も、減額を検討中とする自治体が２８％であった。 

 以上より、平成２６年度の調達価格の算定にあたっては、国による補助金

はもとより、地方自治体による補助金分についてもシステム費用からの控

除は行わず、補助金の受給がないとの前提で調達価格の算定を行うことと

した。 

 

③ 運転維持費 

 制度開始後一年以上が経ち、運転を開始した設備が増加したため、改めて、

その現状について、パネルメーカーや太陽光発電協会へのヒアリング、ユ

ーザーへのアンケートによる調査を行った。 

 その結果、①多くのパネルメーカーが、システム全体に１０年間無償の保

証を実施していること、②過半数のユーザーがこれらの無償の保証に加入

していること、③当該保証に係る費用はユーザーへの販売価格に転嫁され

ていることが確認された。 

 また、稼働期間２０年間では、①４年に１回以上の定期点検（２万円程度

／回）、②１回以上のパワコン交換（平均２０万円）が必要とのことであり、

実態として稼働する２０年間を通じた年平均運転維持費は、約３，６００

円／ｋＷ／年となった。 

 したがって、システム費用の低下と同様、平成２５年度調達価格の想定（４，

３００円／ｋＷ／年）から引き下げて、３，６００円／ｋＷ／年を平成２

６年度調達価格の算定の基礎として採用することとした。 

 

（２） １０ｋＷ以上 

① システム費用 

 法令の規定に基づき運転開始した設備から収集したコストデータ（平成２

５年１０月－１２月期）によれば、１，０００ｋＷ以上の設備の平均費用

は、平成２５年度の想定の２８．０万円／ｋＷから３０．５万円／ｋＷに

上昇している（参考２）。 
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【参考２】運転開始後の設備から報告されたシステム費用のデータ 

 

 こうした価格上昇の背景として、円安による海外製品の値上がり、工事費

の上昇等も指摘されたが、①上記データには平成２４年度調達価格の適用

を受けた案件が多いことや、②資材等を発注していない案件が多く市場に

価格低下のインセンティブが働いていないことも要因として考えられる。 

 こうした点に関連し、「初年度の買取価格だけを確保し、建設を意図的に遅

らせているケースもあるのではないか」との指摘も出てきたことから、経

済産業省では、昨年９月、平成２４年度に認定を受けて、未だ運転開始を

していない、４００ｋＷ以上の全ての太陽光発電設備に報告を求めて、土

地及び設備の確保の状況やその遅れの理由について、実態調査を行った（参

考３）。 

【参考３】報告徴収によるシステム費用のデータ 

 

 同調査の１，０００ｋＷ以上の設備のデータをみると、平成２５年１０－

１２月期の太陽光のシステム費用は２７．５万円／ｋＷまで低下している。

法律は、調達価格の算定の基礎として、当該供給が「効率的に」実施され

る場合に通常要すると認められる費用を用いるよう定めているため、平成

２６年度は、２７．５万円／ｋＷを調達価格の算定の基礎として採用する

ことした。 
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 なお、制度開始後一年以上が経ち、運転開始実績のデータが蓄積し始めた

ところ、設備利用率が平均で１３．６％となっていることが確認された。

これは、制度開始前に行われていたＮＥＤＯのフィールドテスト事業の実

績データを基に採用してきた１２％よりも上昇する結果となっている。た

だし、「本年度は特に天候状況がよかった影響を考慮する必要がある」との

声もあるため、平成２６年度調達価格の算定根拠に、設備利用率として１

３％を新たに採用することとした。 

 

② 土地造成費用 

 法令の規定に基づき運転開始した設備から収集したコストデータによれば、

５００ｋＷ以上１，０００ｋＷ未満の区分で全体の４割強、１，０００ｋ

Ｗ以上の区分では全体の６割程度の案件で、土地造成費用の計上が確認さ

れ、その全体の平均値は、平成２４年度・平成２５年度の想定の０．１５

万円／ｋＷよりも高い、０．９７万円／ｋＷとなった。 

 一方で、土地造成費用には、中央値と平均値の間に大きな乖離があり、①

敷地全体をコンクリートで整地したケースや、②ゴルフ場の跡地であった

ため、勾配をならす必要があったケース等、極端に費用が高い案件が全体

の平均値を高めていることが確認されたため、平成２６年度調達価格の算

定根拠として、中央値である０．４万円／ｋＷを採用することとした（参

考４）。 

【参考４】運転開始後の設備から報告された土地造成費用のデータ 

 

③ 接続費用 

 法令の規定に基づき運転開始した設備から収集したコストデータによれば、

いずれの区分も平成２５年度の想定の１．３５万円／ｋＷを下回る水準と
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なった（参考５）。 

【参考５】運転開始後の設備から報告された接続費用のデータ 

 

 一部事業者へのヒアリングによれば、現在建設中又は計画中の案件の中に

は、①２，０００ｋＷ以上の特別高圧となるものや、②系統接続距離が長

くなるもの等、接続費用が１．３５万円／ｋＷを上回る水準のものが存在

するとのことであり、こうした案件を含め、更なるデータの集積を待った

上で評価することが適切と考え、平成２５年度の想定を据え置くこととし

た。 

 

④ 運転維持費 

 法令の規定に基づき運転開始した設備から収集したコストデータによれば、

いずれの区分においても、概ね平成２５年度調達価格の想定の０．９万円

／ｋＷ／年より低下がみられたことから、システム費用の低下に併せて、

１，０００ｋＷ以上の区分の平均値である０．８万円／ｋＷ／年を、平成

２６年度調達価格の算定の根拠に採用することとした（参考６）。 

【参考６】運転開始後の設備から報告された運転維持費のデータ 

 

 

⑤ 土地賃借料 

 法令の規定に基づき運転開始した設備から収集したコストデータによれば、

遊休工業用地の転用で工業用地単価での算定となり突出して高額となった

案件等が全体の平均値を高めていることが確認されたため、中央値が１５

０円／㎡／年程度、最頻値が１５０円／㎡／年であることを確認した上で、

平成２５年度の想定（１５０円／㎡／年）を据え置くこととした（参考７）。 
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【参考７】運転開始後の設備から報告されたコストデータ 

 

 

⑥ １０ｋＷ以上５００ｋＷ未満の別区分化 

 「平成２５年度の調達価格及び調達期間に関する意見」では、１０ｋＷ以

上５００ｋＷ未満の太陽光発電設備について、その別区分化の是非につき、

検討を行ったが、①国民負担への配慮、②短期の制度変更により失われる

制度の予測可能性、③特定規模での区分バイアスの発生、④価格の高い区

分への市場シフトの誘発、⑤１０ｋＷ未満案件との不公平感、⑥現在の価

格でも多数の申請がある現状等に鑑み、別区分化の必要はないと判断した。 

 一方で、委員からは、１０ｋＷ以上５００ｋＷ未満の設備については、昨

年度に引き続きそのシステム費用がメガソーラー（１，０００ｋＷ以上）

に比して高いことから、メガソーラーと同じ利益水準が確保されていない

ため、やはり調達価格を別区分化するべきとの意見が出された。このため、

改めて、昨年度の審議からの事情変更がないか、再検証を行った。 

 平成２５年度の普及実績をみると、５００ｋＷ未満の設備も、遊休地や学

校や工場の屋根の活用等、各地で普及が進んでおり、運転開始した設備の

件数では全国で８１，７２８件、合計出力でみても、１，０００ｋＷ以上

の設備の１２８．７万ｋＷに対して、２３０．７万ｋＷと、倍近い規模の

設備が普及している（参考８）。 
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【参考８】運転開始後の設備から報告されたコストデータ 

 

 また、コスト実績をみると、引き続き、５００ｋＷ以上に比較して５００

ｋＷ未満の区分のシステム費用は高く、１０ｋＷ以上５０ｋＷ未満が３６．

９万円、５０ｋＷ以上５００ｋＷ未満が３２．４万円となっていることが

確認された。これは①流通過程が長く流通費用が長いこと、②工事の規模

の経済が働かないことが理由として考えられる。もっともこの差は、平成

２５年度より縮まっている（参考９）。 

【参考９】システム費用の変化 

 

 他方、運転維持費については、１０ｋＷ以上５０ｋＷ未満は、ほとんどが

運転維持費を計上しない案件であり、５００ｋＷ未満でみても、極端に運

転維持費用が高い案件（土地賃借料が高い案件等）が一定程度存在するこ

とが全体の平均値を高めていることが確認されたため、中央値を念頭にお

いて検討すると、０．１万円／ｋＷ／年（１０ｋＷ以上５０ｋＷ未満）、 ０．

５万円／ｋＷ／年（５０ｋＷ以上５００ｋＷ未満）と、０．８万円／ｋＷ

／年（１，０００ｋＷ以上）よりも低くなることが確認された（参考１０）。 
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【参考１０】運転開始後の設備から報告された運転維持費のデータの出力分布 

 

 

 
 

 このように、５００ｋＷ未満については、運転維持費が相対的に低いこと

から、システム費用以外のコストも勘案すれば、１，０００ｋＷ以上との

費用の差は、更に縮まることとなる。 

 このため、実際の利益水準においても問題となるような差が生じているの

かどうか、直近に導入された設備の利益水準をもとに、検証を行うことと

した。具体的には、平成２５年１０月－１２月期の運転開始設備について、

今年度調達価格３６円／ｋＷｈ（税抜）を前提として、設備利用率を来年

度の算定根拠とする１３％を採用し、実績値のデータが少ない運転維持費

については別途行った分析によるデータを加味した上で、各区分における

税抜前のＩＲＲの分布を調査した（参考１１）。 
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 その結果、現状の調達区分（１０ｋＷ以上）で想定しているＩＲＲ（税引

前）水準６％を下回っている件数比率は、１０ｋＷ以上５０ｋＷ未満の区

分で約２２．４％、５０ｋＷ以上５００ｋＷ未満の区分で約７．１％とな

った。 

【参考１１】運転開始設備のＩＲＲ水準 

（平成２５年１０月－１２月期運転開始設備、今年度調達価格３６円／ｋＷｈ（税抜）で計算） 

 

 このため、現状では、１，０００ｋＷ以上の設備を念頭に算定した調達価

格を適用することで、５００ｋＷ未満の設備の事業採算性に著しい問題を

発生させているとは判断されず、事業が効率的に実施されていれば必要な

利益が十分に得られていると考えられる。このため、昨年度と同様、新た

な価格区分を設定する必要はないとの判断で合意した。 

 なお、システム費用を中心にコスト差があるのは事実である上、運転開始

した設備を中心としたデータの取得方法によるのみでは、結果的に建設を

断念した場合のコストデータが含まれないという課題も抱えている。 

 このため、５００ｋＷ未満の太陽光発電設備の別区分化については、こう

した建設を断念したものが潜在的に有していた費用構造等も含め、来年度

以降も引き続き調査を行い、どの程度のコストの差まで同一区分で許容す

べきかどうかも含めてその要否を検討していくこととした。 
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２． 風力 

（１） ２０ｋＷ以上 

① 資本費 

 今回の審議時点では、制度の適用を受けた新規運転開始実績は１０件であ

った。 

 大型風力の場合、事前調査や環境アセスメント等で運転開始までに４～７

年程度を要するため、現時点では制度施行前から準備を進めていた案件の

みが運転開始に至っている状況である。ちなみに、現在のところ、設備認

定を取得した開発案件が７６件存在しており、今後は、これらの案件が順

次運転開始していく見込みである。 

 運転開始した設備から得られたデータによれば、資本費は、平均値４７．

１万円/ｋＷ、中央値３１．７万円/ｋＷとなったが、中でも２５ｋＷと小

形風力とほぼ同等と思われるケースを除けば、平均値は３１．７万円とな

り、平成２５年度の想定（３０万円/ｋＷ）とほぼ同水準となったため、平

成２５年度の想定を据え置くこととした（参考１２）。 

【参考１２】陸上風力（２０ｋＷ以上）の出力と資本費の関係 

 

 

② 運転維持費 

 今回収集できた運転維持費のデータは６４件であった。その平均値は１．

４万円／ｋＷ／年、中央値は１．０万円／ｋＷ／年であり、平成２５年度

の想定（０．６万円／ｋＷ／年）を上回る水準であった。 

 これは、例年より比較的多かった台風の影響による風車の修繕や数年に一

度実施される大規模修繕（オーバーホール）等が本年度に集中した影響が
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あるといわれており、一時的に、高い値を示した可能性があることから、

更にその精査を行った。 

 収集したデータのうち、天災（台風・落雷等）の影響が確認されたものや、

大規模修繕（オーバーホール）等の実施が確認された設備は６４件中２８

件あり、その平均値は１．８万円／ｋＷ／年、中央値は１．３万円／ｋＷ

／年であった。また、通常のメンテナンスが確認された設備は６４件中３

６件であり、その平均値は１．１万円／ｋＷ／年、中央値は０．９万円／

ｋＷ／年であった（参考１３）。 

【参考１３】陸上風力（２０ｋＷ以上）の出力と資本費の関係 

 

 このように、今回データを収集できた設備からは、天災や大規模修繕が確

認されたケースが、通常のケースと比較して運転維持費が高くなること、

全体的にも約半数前後の案件が、実際に天災や大規模修繕の実施を行った

案件であることが確認できた。 

 運転維持費の水準は、天災や大規模修繕実施のタイミング等、その年の状

況により左右されること、また一名の委員より指摘があった、雷対策の技

術の採用により、これらの費用は抑えられる可能性があることから、もう

しばらく状況を見極めるべく、平成２５年度の想定を据え置くこととした。 

 

 以上より、平成２６年度調達価格については、平成２５年度調達価格を据

え置くこととした。 

 なお、委員の１名から、風力の導入拡大のためには、送電網の整備が不可

欠であり、政府において着実に取り組むべきであるとの指摘があり、委員

会としても本件について留意することを求める。 
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（２） ２０ｋＷ未満 

 今回の審議時点では、収集した資本費のデータは１件で５１０万円／ｋＷ

であり、平成２５年度の想定（１２５万円／ｋＷ）よりも高いが、設置し

た事業者によると、ＣＳＲの一環として設置したものであり、採算度外視

であるとのことであった。 

 現在、小形風力発電機メーカーでは、設備認定上求められている安全性や

品質に関する基準を満たすことを確認できる第三者認証の取得に向け、各

種データの取得に努めているところである。加えて、電力会社との接続協

議の円滑化に向けた客観的な技術基準の整備等、制度に対応した市場環境

整備に取り組んでいるところである。 

 資本費の実績データが１件であり運転維持費のデータが０件であること、

制度に対応した各種市場環境整備が進みつつあることから、状況を見極め

るべく、平成２６年度調達価格については、平成２５年度調達価格を据え

置くこととした。 

 

  



 
 

14 
 

（３） 洋上風力 

 「平成２５年度調達価格及び調達期間に関する意見」では、「洋上風力に係

るコストデータが把握可能となった時点で、（陸上風力とは）別途の区分を

設けることも含めて、再検討を行う」こととされている。 

 平成２５年度には、着床式洋上風力については、国及びＮＥＤＯによる実

証事業の一環として、銚子沖・北九州沖にて実機の設置が完了し発電が開

始され、費用を含めた各種データの取得が始まると同時に、これらも参考

とした民間企業による着床式の洋上風力事業計画が動き始めている。 

 ただし、浮体式洋上風力については、福島県沖と長崎五島列島において、

実証機の設置が完了し発電を開始したものの、まだ、事業化に向けて技術

的な課題等の開発・検証が必要な状況にあることから、その事業化には今

しばらく時間を要すると考えられる。 

 こうした状況を踏まえ、経済産業省では、本年度の調達価格等算定委員会

の開催に先立ち、平成２５年１１月に、風力発電等に詳しい外部有識者か

らなる研究会（以下単に「研究会」という。）を組織し、国による実証事業

のデータの信頼性や事業検討段階にある事業者へのヒアリング、実証事業

に先立ち実施した実現可能性調査、海外事例のコスト動向等について専門

的知見から整理を行い、平成２６年１月に、報告をとりまとめた（参考１

４）。 

【参考１４】洋上風力の調達価格に係る研究会 委員名簿 

荒川 忠一   東京大学 教授 

飯田 誠   東京大学 准教授 

石原 孟   東京大学 教授 

牛山 泉   足利工業大学 学長【座長】 

佐藤 森夫   新日本有限責任監査法人 ｼﾆｱﾊﾟｰﾄﾅｰ 

高橋 良友   みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ株式会社営業本部 部長 

 

 調達価格等算定委員会においては、こうした専門家による知見の整理を踏

まえつつ、洋上風力に関し、別途の区分による調達価格の設定を行うかど

うか、その水準をどの程度に設定するか、議論を行った。 
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① 洋上風力調達区分の定義 

 洋上風力については、現在でも、風車本体は洋上に立ちその基礎は海底に

設置されているものの、陸上から建設又は運転保守を行うことが可能な接

岸型の風車等、洋上風力と陸上風力の間の限界的な事例となるような発電

設備が、既に存在している。 

 洋上風力と陸上風力の調達区別については、その費用構造に着目して整理

することが必要となるところ、その費用に最も大きな違いを与えるのは、

建設及び運転保守の方法の違いであり、これを陸上側からできるのか、洋

上側で船舶等によるアクセスを必要とするかで、大きく費用構造が異なる

ものと判断された。 

 このため、洋上風力の調達区分の定義は、「建設及び運転保守のいずれの場

合にも船舶等によるアクセスを必要とするもの」とした（風車と陸地が構

造物等で繋がっており、作業員が建設又は運転保守の主たる作業を、陸側

から行うことができるケースは対象外）。 

 なお、今回検討を行った洋上風力の調達区分は、主として着床式を念頭に

置いて議論しており、浮体式を念頭に置いた費用の構造については、浮体

式洋上風力に関する技術実証の成果により事業化を具体的に検討すること

が可能になった段階で、改めて整理を行うこととした。 

 

② 資本費・運転維持費 

 研究会では、事業検討段階にある事業者へのヒアリング、事業者も参画し

た実現可能性調査、海外の事例等をあわせて分析を行った結果、事業化段

階における費用を検討する際に、次の大きく３つの代表的なコスト試算オ

プションを念頭に置くことが適切ではないかとの結論に至った（参考１５）。 

【参考１５】代表的なコスト試算オプション 
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 専門家の間では、特に、 

 オプション② 
比較的安価な基礎構造で、期待できる設備利用率も適度に高く（３
０％程度）、投資回収を相対的により確実に実現するケース 

 オプション③ 
比較的高価だが沖合等や大型風車にも強く設置海域の可能性が広が
り、より高い設備利用率も期待できるものの（３５～４０％程度）、
その実現の確実性は、相対的に落ちるケース 

の間に、「効率的に事業が実施された場合」として採用すべきコスト構造が

あるが、どのような洋上風車を念頭に置くかによって、その適切なコスト

水準も分かれ得るとの評価であった（参考１６）。 

 このため、調達価格等算定委員会では、こうした研究会の指摘を基に、主

としてオプション②とオプション③の評価を行いつつ、設定すべき洋上風

力に関する調達価格について、検討を行った。 

 オプション②は、既に多数の商用化実績のある安価な基礎構造（モノパイ

ル ＋ ２ＭＷ級の風車で採用）を想定している。対応水深は浅いため（水

深３０ｍまで）、離岸距離が近い海域での開発に向いており、初期段階の普

及の主役となることが見込まれる。 

 オプション③は、比較的深い水深に対応し（水深５０ｍまで）、また大型風

車の搭載（重力式又はジャケット式 ＋ ５～７ＭＷ級の風車で採用）にも

対応可能である。好風況に加えて大型風車による発電量の増加が見込める

ような場所にも建設が可能となるが、資本費が割高となり、初期段階から

普及の主役となるかどうかについても、評価が難しい。 

【参考１６】オプション②と③の主な違い 
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 なお、我が国におけるポテンシャル（物理的・社会的制約条件は考慮して

いない）は、オプション②では陸上風力の導入量の約３８倍、オプション

③では陸上風力の導入量の約７４倍を見込めるとの試算がある。 

 上記を踏まえて、以下の考えから、オプション②（資本費５６．５万円／

ｋＷ（５４、５９万円／ｋＷの平均）、運転維持費２．２５万円／ｋＷ／年

（１．５、３．０万円／ｋＷ／年の平均）、設備利用率３０％）を念頭に、

調達価格の別区分化を行うこととした。 

 現状想定されるコストは、オプション②の方がオプション③より安価
である。ただし、オプション③の場合でも、設備利用率が、欧州並み
に４０％まで引き上げられるのであれば、結果的に、ｋＷｈ当たりの
発電コストはオプション②と同等か安価になる可能性もある。 

 現状では、両オプションともに商用ベースでのコストデータが収集さ
れていないため、まずは確度の高いオプション②を採用することとす
る。 

 なお、オプション②及び③ともに、洋上風力開発に関する事業の習熟度が

増すにつれ、低減が期待できるコスト要素（地耐力の高い港湾拠点インフ

ラの整備や、設置船・メンテナンス船等の設置管理に必要な船舶・設備の

整備等の施工環境の整備等）が多数残されている。このため、将来的には、

そのコスト動向をよく注視していく必要がある。 

 

③ 適正な利潤水準 

 洋上風力について想定すべき「適正な利潤水準」は、洋上風力に関する独

自のリスクを踏まえ、評価する必要がある。 

 適正な利潤水準は、平成２４年度の調達価格等算定委員会において整理し

たとおり、ＩＲＲ（税引前）を採用することとしている。ＩＲＲは、その

事業特性に応じて、事業リスクに比例して変動する。このため、洋上風力

のＩＲＲについては、既に他の調達区分で設定されているＩＲＲを念頭に

置きつつ、その事業リスクの違いを考慮して、設定することが適切と考え

られる。 

 具体的には、洋上風力について、以下の事業特性があると判断された。 

 洋上風力の導入が進む欧州では、陸上風力と比した追加利子率・想定
融資利率の差が０．５～１．５％であること 

 洋上風力の導入実績が僅少な我が国では、欧州よりは相対的に高いリ
スクが見込まれること 

 欧州の洋上風力に対する追加利子率は、陸上風力（２．５％）と地熱
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（３．５％）の中間の水準であること（参考１７） 

【参考１７】電源毎のリスクの相違 

 

 これらの事業特性を踏まえ、洋上風力の適正な利潤として、陸上風力の８％

よりも高く地熱の１３％よりも低い、ＩＲＲ１０％を採用することとした。 

 

④ 調達期間 

 陸上風力と同様、実態上の設計寿命が２０年あり、また風車の操業期間と

して事業者も２０年以上を見込んでおり、更にＩＥＣの規格上も耐用年数

は２０年とされていることから、陸上風力と同様の２０年とした。 
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３． 地熱 

（１） １．５万ｋＷ以上 

 現時点では、制度の適用を受けた新規運転開始実績は０件であった。制度

の施行を受けて開発機運が高まっているものの、大規模な地熱発電の開発

には１０年程度を要するため、現時点では運転開始に至っている案件は出

てきていない状況であった。 

 一方、現在進行中の主なプロジェクトは、地表調査・掘削調査実施中の案

件が９件、探査段階の案件が１件、環境アセスメント実施中の案件が１件

の計１１件がある。また、これらに加え、開発前の地元理解に取り組んで

いる案件が非公表のものも含めて複数件ある。実際に第一号案件が運転開

始に至るのは、早くとも概ね６、７年後以降となる見通しである。 

 現在実績がないため、コストの算定を見直す根拠は乏しいと判断し、平成

２６年度調達価格については、平成２５年度調達価格を据え置くこととし

た。 

 

（２） １．５万ｋＷ未満 

 現時点では、制度の適用を受けて運転開始した案件は１件（４８ｋＷ：バ

イナリー発電）であり、その資本費は１２３万円/ｋＷと、平成２５年度の

想定（１２３万円/ｋＷ）と同値であった（運転維持費のデータはない）。 

 温泉地における温泉発電の計画等が数件進行していることから、また、デ

ータ数が限られた現状では、しばらく状況を見極めるべく、平成２６年度

調達価格については、平成２５年度調達価格を据え置くこととした。 
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４． 中小水力 

 今回の審議時点では、現時点では、制度の適用を受けた新規運転開始実績

は２００ｋＷ未満の区分で２２件、２００ｋＷ以上１，０００ｋＷ未満の

区分では７件、１，０００ｋＷ以上３０，０００ｋＷ未満の区分では０で

あった。 

 本年度は、採算性の観点から従来は開発を見送っていた案件の見直しや、

中小水力発電の開発に向けた地域での協議会の設立等、開発に向けた動き

が活発化。さらに、制度の開始を受け、老朽化した小水力発電設備を改修

して、事業の継続を検討する事業者が増加している。 

 さらに、慣行水利権が設定された水路における小水力発電の水利手続き簡

素化や、設備容量に余裕のある水力発電における水利手続きの簡素化等が

国土交通省によりなされる等、事業環境の整備も進みつつあり、今後導入

は更に拡大する見通しである。 

 

（１） ２００ｋＷ未満 

① 資本費 

 今回の審議時点で収集できた資本費のデータは２２件。平均値３５４万円

／ｋＷ、中央値１８２万円／ｋＷであり、平成２５年度の想定（１００万

円／ｋＷ）を上回る水準となっている。このうち、公共機関ではなく民間

事業者が設置した８件の資本費は、平均値１３５万円／ｋＷ、中央値１１

３万円／ｋＷであり、平成２５年度調達価格の想定をやや上回る水準であ

った（参考１８）。 

  



 
 

21 
 

【参考１８】中小水力発電（２００ｋＷ未満）の出力と資本費の関係 

 

 平成２５年度調達価格は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリングを

踏まえた数値であり、当時、調達価格等算定委員会ではこれを価格算定の

上限値とすることについて合意した経緯がある。 

 現在、設備認定ベースで４６件、相談も含めれば６０件程度の案件が事業

化に向けて検討を進めていることから、状況を見極めるべく、平成２５年

度の想定を据え置くこととした。 

 

② 運転維持費 

 今回の審議時点で収集できた運転維持費のデータは１６件。平均値３．３

万円／ｋＷ／年、中央値２．８万円／ｋＷ／年であり、平成２５年度の想

定（７．５万円／ｋＷ／年）を下回る水準であった。 

 しかし、運転維持費の水準は、天災や大規模修繕実施のタイミング等、そ

の年の状況により左右される。 

 このため、複数年度にわたり状況を見極めることが必要と考え、平成２５

年度の想定を据え置くこととした。 

 

 以上より、平成２６年度調達価格については、平成２５年度調達価格を据

え置くこととした。 
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（２） ２００ｋＷ以上１，０００ｋＷ未満 

① 資本費 

 今回の審議時点で収集できた資本費のデータは７件。平均値１３２万円／

ｋＷ、中央値１０５万円／ｋＷであり、平成２５年度の想定（８０万円／

ｋＷ）を上回る水準であった。 

 しかし、現在の調達価格は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリング

を踏まえた数値であり、当時、調達価格等算定委員会ではこれを価格算定

の上限値とすることについて合意した経緯がある。 

 現在、設備認定ベースで約２２件、相談も含めれば５０件程度の案件が事

業化に向けて検討を進めていることから、本区分についても、状況を見極

めるべく、平成２５年度の想定を据え置くこととした。 

 

② 運転維持費 

 今回の審議時点で収集できた運転維持費データは１９件。平均値２．９万

円／ｋＷ／年、中央値２．１万円／ｋＷ／年であり、平成２５年度の想定

（６．９万円／ｋＷ／年）を下回る水準であった。 

 しかし、運転維持費の水準は、天災や大規模修繕実施のタイミング等、そ

の年の状況により左右される。 

 このため、複数年度にわたり状況を見極めることが必要であると考え、平

成２５年度の想定を据え置くこととした。 

 

 以上より、平成２６年度調達価格については、平成２５年度調達価格を据

え置くこととした。 

 

（３） １，０００ｋＷ以上３０，０００ｋＷ未満 

 今回の審議時点で収集できた資本費のデータは０件であった。他方、現在、

設備認定ベースで１５件、相談も含めれば３０件程度の案件が事業化に向

けて検討を進めていることから、状況を見極めるべく、平成２５年度の想

定を据え置くこととした。 

 今回の審議時点で収集できた運転維持費のデータは１０件であった。平均

値２．０万円／ｋＷ／年、中央値１．９万円／ｋＷ／年であり、平成２５
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年度の想定（０．９５万円／ｋＷ／年）を上回る水準であった。 

 しかし、運転維持費の水準は、天災や大規模修繕実施のタイミング等、そ

の年の状況により左右される。 

 このため、複数年度にわたり状況を見極めることが必要であると考え、平

成２５年度の想定を据え置くこととした。 

 

 以上より、平成２６年度調達価格については、平成２５年度調達価格を据

え置くこととした。 

 

（４） 既設導水路活用型の中小水力 

① 買取対象の追加 

 中小水力発電設備は、水車、発電機、変電設備といった電気設備のほか、

導水路、水圧鉄管といった土木設備から構成される。通常、電気設備につ

いては２０年程度での改修・交換等のニーズがある一方、導水路等の土木

設備は１００年近く利用できる例も多く、構成する設備の中でライフサイ

クルが異なるという他の発電設備にはない特徴がある。 

 制度開始後１年以上を経て、ライフサイクルが長い導水路等の土木設備を

そのまま活用し、既に老朽化した電気設備等を更新することで、その投資

回収を図りたいと希望するケースが多数あることが明らかとなった。 

 こうした改修案件については、制度上、既設の土木設備を活用し電気設備

等の一部を改修したリパワリング案件と整理することが可能である。しか

し、この場合、従来の定格出力と、新たな設備の定格出力の差分となる能

力増強分しか制度の対象とならず、電気設備全般の投資を回収するインセ

ンティブとしては十分ではない。 

 他方で、導水路等の多額の投資を要する既設の土木設備を活用しながら、

土木設備を含む全ての設備を新設した場合と同じ価格が適用されるのは、

国民負担の観点から問題があるのではないかとの指摘がある。 

 このため、調達価格等算定委員会においては、導水路等の既設の土木設備

を活用して発電設備を建設する中小水力発電設備の取扱いについて、審議

を行った。 
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 事務局が行った事業者ヒアリングによれば、中小水力のコスト構造は、電

気設備（水車・発電機）が全体の４割、土木設備が全体の６割を占める。

土木設備のコストのうち、発電以外の治水等の用途と共用となる場合も多

い導水路のライフサイクルが特に約１００年と長く、そのコストが全体の

５割、これに対して発電設備に直接接続して用いられる水圧鉄管等が全体

の１割となっている（参考１９）。 

 ライフサイクルが約１００年と長い導水路に対して、電気設備のライフサ

イクルが約２０年間、水圧鉄管が３０～６０年となっていることから、両

者の投資時期は通常一致しない。このため、既設の導水路等を活用したま

ま、電気設備及びその関連設備のみを更新することで、新たに発電設備を

形成することには、一定の合理性が認められる。また、既設の土木設備を

活用した発電設備への投資を促すことは、国民負担への配慮の観点からも

有効であると考えられる。 

【参考１９】代表的な中小水力発電設備のコスト比と、実態上の更新時期 

  

 

 このため、既設導水路活用型の中小水力については、調達価格の別区分化

を行うこととした。具体的には、「既に設置している導水路を活用して、電

気設備と水圧鉄管を更新するもの」について、その更新に対応したコスト
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を基礎に算定することで、「既設導水路活用型」の調達区分を新たに設定す

ることとした。 

 

② 資本費 

 資本費については、全てを新設する場合の中小水力発電設備の資本費（１

００万円／ｋＷ（２００ｋＷ未満）、８０万円／ｋＷ（２００ｋＷ以上１，

０００ｋＷ未満）、８５万円／ｋＷ（１，０００ｋＷ以上３０，０００ｋＷ

未満））に対して、ヒアリングの結果得られた電気設備及び水圧鉄管の費用

の割合に相当する５割（５０万円／ｋＷ（２００ｋＷ未満）、４０万円／ｋ

Ｗ（２００ｋＷ以上１，０００ｋＷ未満）、４２．５万円／ｋＷ（１，００

０ｋＷ以上３０，０００ｋＷ未満））を算定の根拠とすることとした。 

 なお、水圧鉄管の更新については、鉄管自体を交換する場合と、防錆、防

水等の観点から再塗装、一部部品交換等の補修によって行う場合の双方が

認められた。このため、本価格区分では、電気設備の更新に加え、水圧鉄

管については補修に留める場合であっても、本区分の買取対象に含めるこ

ととした。 

 

③ 運転維持費 

 運転維持費については、既設導水路を活用した場合と全ての設備を新設す

る場合との間で特段の事情の違いが認められないことから、全ての設備を

新設の場合の運転維持費をそのまま採用することが適切と判断した。 

 

④ 調達期間 

 調達期間については、既設導水路を活用した場合と全ての設備を新設する

場合との間で特段の事情の違いが認められないことから、全ての設備を新

設する場合の調達期間（２０年間）を、そのまま採用することが適切と判

断した。 
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５． バイオマス 

（１） 木質バイオマス（未利用木材、一般木材、リサイクル木材） 

① 資本費・運転維持費 

 今回の審議時点では、制度の適用を受けた運転開始設備は４件。木材の安

定的な収集ルートの構築に時間を要しているとみられるが、現在、全国で、

設備認定ベースで２７件、相談も含めれば７０件程度の案件が検討を進め

ており、今後、順次稼働を開始する見通しである。 

 資本費のデータは４件。平均値は４０．９万円／ｋＷ、中央値が３６．５

万円／ｋＷと、平成２５年度の想定（４１．０万円／ｋＷ）から大きくず

れるものではなかった。このため、平成２５年度の想定を据え置くことと

した。 

 運転維持費のデータは１件。その費用は５．７万円／ｋＷ／年と、平成２

５年度の想定（２．７万円／ｋＷ／年）を上回る水準であった。ただし、

得られたデータ数が１件であったため、もうしばらく状況を見極めるべく、

平成２５年度の想定を据え置くこととした。 

 

② 燃料費 

 他の再生可能エネルギー発電設備と異なり、木質バイオマス発電は、燃料

費がコスト構造の中で大きな割合を占める。 

 今回の審議時点で収集できた燃料費のデータは１件。平成２５年度の想定

から大きくずれるものではなかった。また、事務局が行ったヒアリングに

よると、木質バイオマス発電用チップについては、発電用の需要に対応す

るには十分な供給があるとのことであった（参考２０）。 

【参考２０】製紙用の木材チップの原料価格の推移 
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 なお、昨年度の調達価格等算定委員会でも参照した、製紙用の木材チップ

の原料価格（針葉樹丸太の価格）の動向をみると、制度施行時点（平成２

４年７月）では４，８００円／㎥であったものが、直近では、４，３００

円／㎥となっている（参考２１）。この変動幅は、過去の変動幅におおよそ

収まるものであり、制度の施行以後、現時点でバイオマス発電の燃料費が

大きく変化していると事実認定できる水準ではなかった。 

【参考２１】製紙用の木材チップの原料価格の推移 

 

③ 小規模木質バイオマスの別区分化 

 間伐材を始めとする未利用木材による木質バイオマス発電は、原料調達を

含めて地元で雇用が創出される、地域活性化にも資するエネルギー源であ

り、更に森林環境保全・林業再生の波及効果も期待される。 

 そのため、委員の一名から、地域主体で取組が行いやすいが、コストが高

い未利用木材による小規模バイオマス発電設備の導入を促進するために、

調達価格を別区分化するべき、との意見があった。 

 このため、今回の審議時点で収集できた資本費のデータを出力規模別にみ

ると、確かに、規模の小さな発電設備が高価であることが確認されたが、

特に念頭に置いていると思われる５００ｋＷ以下の発電設備については、

１件しかデータが得られていない（参考２２）。 
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【参考２２】木質バイオマス発電の出力と資本費の関係 

 

 この結果について、当該委員から、現在の調達価格が低く経済合理性が得

られない水準であるため、小規模発電設備の運転開始件数が少ないのでな

いかとの指摘もあった。 

 このため、現在運転開始には至っていないものの、経済産業大臣の設備の

認定を受けている案件や、認定に向けて相談・申請手続きを行っている案

件について、出力規模別で、その分布を確認した（参考２３）。 

【参考２３】木質バイオマス発電の出力規模別分布（認定・相談・申請中の案件） 
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 現在、設備認定ベースで２７件、相談も含めれば７０件程度の案件で事業

化に向けて検討が進められているが、その出力規模別の分布では、平成２

４年度調達価格算定の際に、企業からのヒアリングを行った中規模の設備

（５，０００ｋＷ以上１０，０００ｋＷ未満）の案件に、分布が集中して

いた。また、１０，０００ｋＷ以上の大規模な設備も多いが、５００ｋＷ

未満の小規模な設備も案件が確認される状況であった。また、原料別では、

小規模の設備も含め、未利用木材の利用が多い状況であった。 

 そのため、今のところ、未利用木材、また小規模設備も含めて、事業計画

が確認されるため、現状の調達価格の設定が、必ずしも開発を阻害してい

るとは言い切れない状況であった。 

 

 なお、当該委員の意見は、林業再生、地域活性化の観点からも、特に間伐

材（未利用木材）由来の小規模な木質バイオマス発電を普及すべきとする

ものであったが、当該設備においては、発電設備の資本費と運転維持費に

加え、原料の収集コストについて勘案することが必要となる。その収集コ

ストは、発電設備の立地場所や、立地近隣における林業の形態に応じて異

なるため、「市町村規模での収集において、近隣からの収集となるため、収

集コストは低くなるケース」もあれば、逆に「広域からの収集になるため、

収集コストが高くなるケース」も存在すると考えられる。 

 しかし、実績として収集できている燃料費データは１件となっており、現

状、規模別で燃料費のコスト構造の違いを判断できるだけのデータが収集

できていない。 

 さらに、当該委員からは、メタン発酵ガス化ではなく、直接的なガス化も、

こうした小規模な木質バイオマス発電の効率的な発電方法としては有効で

あるとの指摘があった。しかし、国内では、現在、固定価格買取制度の下

では、制度の適用を受けて運転開始した実績がなく（設備認定実績１件、

相談中案件は４件）、コストに関する実績データが収集できない状況にある。 

 

 このように、①現在、価格算定に活用できる実績データが僅少である、②

小規模設備も含めて事業化に向けて検討が進んでいる状況にあることから、

未利用木材による小規模バイオマス発電の調達価格の別区分化については、

こうした検討中の案件の事業化の動向を踏まえ、更なるコストデータの集

積を待ってから、通常の木質バイオマス発電とは別途の区分を設けること

も含めて、再検討を行うこととした。 
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 なお、１０ｋＷ以上５００ｋＷ未満の中規模太陽光と同様に、運転開始し

た設備を中心としたデータの取得方法によるのみでは、結果的に建設を断

念した場合のコストデータが含まれないという課題も抱えているため、こ

うした建設を断念したものが潜在的に有していた費用構造等も含め、来年

度以降も引き続き調査を行い、その要否を検討していくこととした。 

 

（２） 廃棄物系バイオマス 

 今回の審議時点で収集できた資本費のデータは１２件。その平均値は７１

万円／ｋＷ、中央値が５５万円／ｋＷであり、平成２５年度の想定（３１

万円／ｋＷ）を上回る水準であった。 

 ただし、現在の調達価格の前提は、制度開始当初の事業者団体からのヒア

リングを踏まえ、大規模な設備を想定しており、コストデータのうち、一

定の出力以上（６，０００ｋＷ）の平均値をとると２９万円／ｋＷと、平

成２５年度の想定から大きくずれるものでなかった（参考２４）。 

【参考２４】廃棄物バイオマス発電の出力と資本費の関係 

 

 このように、制度開始当初と同様の想定で収集したデータをみる限り、平

成２５年度の想定と大きく事情に変化が認められない。また、現在、設備

認定ベースで２５件、相談も含めれば３５件程度の案件が事業化に向けて

検討を進めている。 

 法律は当該供給が「効率的に」実施される場合に通常要すると認められる

費用を算定の基礎とすることが規定されているため、平成２５年度の想定

を据え置くこととした。 
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 また、運転維持費については、２件のデータが収集されたが、平均は２．

６万円／ｋＷ／年であり、平成２５年度の想定（２．２万円／ｋＷ／年）

から大きくずれるものではない。いずれにせよデータ数が少ないため、も

うしばらく状況を見極めるべく、平成２５年度の想定を据え置くこととし

た。 

 

（３） メタン発酵バイオガス 

 今回の審議時点で収集できた資本費のデータは１２件。そのうち７件は同

一のプラントメーカーの案件であり、平均値は２３１万円／ｋＷと、平成

２５年度の想定（３９２万円／ｋＷ）を大きく下回る水準であったが、本

メーカーへ取材したところ、これらのプラントについては、市場形成期の

中でシェアを拡大するために、採算度外視の低価格で建設したものとのこ

とであった（参考２５）。 

【参考２５】メタン発酵バイオガス発電の出力と実質的な資本費の関係 

 

 残りの５件の中には、今年度調達価格の前提よりも更に安価な案件もあっ

たが（５８万円／ｋＷ、６０万円／ｋＷ、１２０万円／ｋＷ）、これらはメ

タン発酵バイオガス発電に不可欠な発酵槽（概ね３００万円／ｋＷ程度）

について過去に投資していたものを有効活用したケースであり、過去に投

資していた発酵槽を含めた実質的な資本費はそれぞれ３５８万円／ｋＷ、

３６０万円／ｋＷ、４２０万円／ｋＷに相当する。そのため、既設発酵槽

を含めた実質的な資本費で考えると、平均値３００万円／ｋＷ、中央値３
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０５万円／ｋＷとなり、平成２５年度の想定（３９２万円／ｋＷ）を下回

る水準であった。 

 このように、収集できたデータには特殊性があり、また、現在、設備認定

ベースで３７件、相談も含めれば５５件程度の案件が事業化に向けて検討

を進めていることから、資本費の水準については、もうしばらく状況を見

極めるべく、平成２５年度の想定を据え置くこととした。 

 また、今回の審議時点において収集できた運転維持費は１件にとどまった。

その費用は１３．２万円／ｋＷ／年と、平成２５年度の想定（１８．４万

円／ｋＷ／年）を下回る水準であったが、得られたデータ数が１件であっ

たため、もうしばらく状況を見極めるべく、平成２５年度の想定を据え置

くこととした。 

 

（４） 既設発酵槽活用型のメタン発酵バイオガス 

 メタン発酵バイオガス発電は、主に食品系バイオマス、家畜排せつ物、下

水汚泥を原料として、微生物による嫌気性発酵によって有機物を分解し、

その過程で発生するメタン等をボイラ設備、発電設備に供給して発電する。 

 制度の開始以降、発電用ではない別目的で設置されたメタン発酵槽を保有

している設備に、発電機等、発電関連設備を新規に追加し、再生可能エネ

ルギー発電を行うケースがみられる（参考２６）。 

【参考２６】発電関連設備を追加し、発電を行うケースの一例 

 

 こうしたケースについて、現状では、メタン発酵槽が他の用途のために既

に設置されている場合であって、専ら発電に用いられているその他の設備

が全て更新されている場合は、設備認定を行い、制度の対象としている。 
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 メタン発酵槽については、既に食品廃棄物、家畜排せつ物、下水汚泥等廃

棄物処理等の発電用途以外を目的（各種根拠法令が存在）として導入され

た実績が、全国で４８０カ所以上ある。今後、これらを利用し発酵槽自体

の建設費用を省いた新たなバイオマス発電設備が更に数多く出てくること

も考えられる。その場合、引き続き、発酵槽を含め全て新設したケースを

基礎に算定された調達価格（３９円／ｋＷｈ（税抜））を適用することが国

民負担上から適当か、考え方の整理を行った。 

 

 既存のメタン発酵槽は、消化液精製や悪臭除去等、発電の用には供してい

なかった段階で、既に投資判断が行われたものであり、既設のメタン発酵

槽への投資自体に対し、追加的に投資インセンティブを与える必要はない。

このため、こうした発電設備を制度の対象にするのであれば、別途、メタ

ン発酵槽への投資分を積算すべきコストから除外した、既設発酵槽活用型

のメタン発酵バイオガス発電区分を設ける必要があるとも考えられる。 

 他方、調達価格の算定根拠の中では、既に、消化液精製や悪臭除去による

便益分について調達価格に反映する（便益分を控除した上で、調達価格を

算定する）考え方を採用しているため、他用途のある既存発酵槽の投資相

当分は既に減額という形で価格に織り込まれているとみることもできる。

このため、メタン発酵槽への投資分を積算すべきコストから除外した、既

設発酵槽活用型のメタン発酵バイオガス発電区分を、敢えて設ける必要は

ないとも考えられる（参考２７）。 

【参考２７】メタン発酵バイオガス発電のキャッシュフロー 

（第 4回委員会資料（バイオガス事業推進協議会より）） 

 

 メタン発酵槽の設置コストが、発電設備全体の中でも約３割を占めると考

えられることを踏まえると、重要な課題ではあるが、現状、メタン発酵バ

イオガス発電の運転開始実績が３件しかなく、そのコスト構造についても、
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十分な実績データがあるとも言い難いことから、当面、全てを新設した場

合の発電設備と同様の条件で買い取ることとしつつ、更にコストデータの

集積を待ってから、別途の区分を設けることも含め、再検討することが適

当と判断することとした。 

 なお、メタン発酵バイオガス発電に限らず、地熱における熱利用等、発電

以外の用途に使われる設備のコストの捉え方について、今後検討する必要

があるのではないかとの指摘があり、委員会としても本件について留意す

ることを求める。 
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Ⅳ. 結論 

 

 以上を踏まえ、平成２６年度の調達価格及び調達期間に関する当委員会の意見を、

別添のとおりとりまとめた。 



②太陽光（10kW以上）： 

平成26年度調達価格及び調達期間についての委員会案 

①太陽光（10kW未満）： 

平成25年度 平成26年度（案） 

調達価格（税抜） 36円/kWh 32円/kWh 

資本費 

システム費用 28 万円/kW  27.5万円/kW   

土地造成費 0.15 万円/kW 0.4 万円/kW 

接続費用 1.35万円/kW 今年度の前提を据え置き 

運転維持費 0.9万円/kW/年 0.8万円/kW/年 

設備利用率 12% 13%  

IRR（税引前） 6% 今年度の前提を据え置き 

調達期間 20年 今年度の前提を据え置き 

平成25年度 平成26年度（案） 

調達価格 38円/kWh 37円/kWh 

資本費 

システム費用 
42.7万円/kW  
（平成24年10-12月期の新築設置平均） 

38.5万円/kW 
（平成25年10-12月期の新築設置平均）   

補助金 
※補助金の交付と固定価格で

の調達が、二重の助成とな
らないように控除 

国 ：2.0 万円/kW 
地方：3.4万円/kW 
 

国の補助金の廃止に伴い、地方分を含めて
控除しない 

運転維持費 0.43万円/kW/年 0.36万円/kW/年 

設備利用率 12% 今年度の前提を据え置き  

IRR（税引前） 3.2% 今年度の前提を据え置き 

調達期間 10年 今年度の前提を据え置き 



平成26年度調達価格及び調達期間についての委員会案 

③洋上風力   ： 

平成26年度（案） 

調達価格（税抜） 36円/kWh 

資本費 56.5万円/kW   

運転維持費 2.25万円/kW/年 

設備利用率 30%  

IRR（税引前） 10% 

調達期間 20年 

④既設導水路活用中小水力   ： 

平成26年度（案） 

200kW未満 
200kW以上 

1,000kW未満 
1,000kW以上

30,000kW未満 

調達価格（税抜） 25円/kWh 21円/kWh 14円/kWh 

資本費 50万円/kW   40万円/kW   42.5万円/kW   

運転維持費 7.5万円/kW/年 6.9万円/kW/年 0.95万円/kW/年 

IRR（税引前） 7% 

調達期間 20年 

⑤風力（洋上風力以外）、中小水力（既設導水路活用中小水力以外）、地熱、バイオマス：平成25年度調達価格及び調達
期間をそのまま据え置き 

（注1）建設及び運転保守のいずれの場合にも船舶等によるアクセスを必要とするもの 

（注2）既に設置している導水路を活用して、電気設備と水圧鉄管を更新するもの 

（注1） 

（注2） 
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